
第1回射水市再生可能エネルギー農山漁村活性化協議会 会議録 

 

 

１ 開催日時 令和４年８月５日（金）午後１時～２時３０分まで 

 

２ 開催場所 射水市役所 本庁舎 ３０２～３０４会議室 

 

３ 出席者  別紙のとおり 

 

４ 議事 

・農山漁村再生可能エネルギー法の概要説明 

・再生可能エネルギー農山漁村活性化協議会設置要綱の説明 

・協議会役員の選出 

・農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画の策定等について 

①(株)グリーンエネルギー北陸の発電事業について 

②基本計画（案）および設備整備計画（案）について 

 

５ 議事の経過概要及び結果 

・農山漁村再生可能エネルギー法の概要説明 

北陸農政局より資料に基づき説明 

・再生可能エネルギー農山漁村活性化協議会設置要綱の説明 

事務局より内容を説明 

・協議会役員の選出 

協議会設置要綱第４条の規定に基づき選出 

結果：会長 袋布 昌幹、副会長 玉井 明 

・農山漁村再生可能エネルギー法に基づく基本計画の策定等について 

発電事業について株式会社グリーンエネルギー北陸より説明 

基本計画（案）及び設備整備計画（案）について、それぞれ事務局及び

株式会社グリーンエネルギー北陸より説明 

結果：承認 

 

６ 質疑・コメントなど（Ｑ：質問、Ａ：回答、Ｃ：コメント）※敬称略 

       Ｑ：未利用材の調達について、損益分岐点はあるか。（袋布） 

       Ａ：当初の計画は、森林管理の観点から６万t程度の調達が必要と考えら

れていた。現状、納入量が不足しており、それを補うためのＰＫＳ

のコスト（国際情勢により高騰）が、経営を圧迫している。これら

の問題の解決策として一般木質バイオマスを原料に追加し（認定

済）、地元原料の利用を促進していく（加治幸大） 



       Ｃ：安定取引協定の調達については、団地大型化で対応を考えている

が、土地所有者（不明所有者含む）との合意形成に時間を要するこ

とや担い手を確保することが課題となっている。これらの課題に取

組み、素材確保に努めたい。（得永） 

       Ｑ：排水等で海水温が上昇するリスクはあるか。また、事業拡大は考え

ているか。（西本） 

       Ａ：水温上昇のリスクはない。事業拡大は、原料調達が十二分に確保さ

れた場合は、本施設の拡張ではなく、別施設建設という形で対応す

ることになる。（加治幸大） 

Ｃ：設備整備計画（案）の農林漁業の健全な発展に資する取組の内容

【（１）-３】について、剪定材の種類において、現時点で「竹」は

原料として保留しているため、削除する。（加治幸大） 

⇒基本計画（案）【５－３】の同様の項目を削除する。（事務局） 

       Ｃ：設備整備計画（案）の農林漁業の健全な発展に資する取組の内容

【（１）-５】について、市の目標としてのＣＯ２排出量削減率は、

暫定的なものであり、現時点では限定しない方が良い。（京角） 

⇒承知した。適切な記載に改める。（加治幸大） 

      【協議会後に北陸農政局から要件の再確認】 

       Ｑ：地域バイオマス資源の８割以上の確保は問題なく達成できそうか。

（北陸農政局） 

       Ａ：令和４年度は達成見込みである。（加治幸大） 

       Ｃ：令和４年度以降の実績を引き続き市の方でモニタリングいただきた

い。（北陸農政局） 

⇒承知した。（事務局） 
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